







































(1) Weintraub, S., Classical Keynesianism, Monetary Theory and the Price Level, 






るということに反対するであろう。」（Weintraub,S., op. cit., 1961, pp. 42-43.) 
(2) Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 45; Ditto, Keynes, Keynesians, and Monetarists, 
1973, p. 168, p. 176, p. 179, p. 184, p. 193; Ditto, Capitalism's Inflation and 
Unemployment Crisis, 1978, p. 45, p. 86; Ditto, A Keynesian Theory of EmjJloy-




である。賃金総額は雇用労働量N と平均貨幣賃金率 Jに等しい （L=lN）。従
って，これらの式から次式が得られる。
klN P＝一一一一 (1) x 
(1）式では価格水準Pは右辺の 4つの要素k, l, N, Xで決定される。
Weintraubは価格水準を含む Fisherあるいは Cambridge型貨幣数量説の
代りに（1）式から得られる次の WCM式を用いる。
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(1）羽Teintraub,S., op. cit., 1961, p. 54. 
（血：） Weintraub, S., Beyond Keynesianism and Monetarism: Some Theoretical Revision, 
1978, p. 1044; Ditto, op. cit., 1978, p. 44, p. 46; Ditto, op. cit., 1959, pp. 13-19. 
(13) Wiles, P.，“Cost Inflation and the State of Economic Theory”， Economic Journal, 














関する Bowleyの法則を提示している（Bowley,A. L., Wages and Income in the 
United Kingdom Since 1860, 1937, p. 22.）。その後2年して M.Kaleckiもアメリ
カ合衆国とイギリスにおける筋肉労働者の賃金分配率の長期的不変性を示す分析をし
ている（Kalecki,M., Essays in the Theory of Economic Fluctuation, 1939, pp. 16 
-19.）。 J.M. Keynesもまた1939年に Kaleckiの分析を「一寸した奇跡」（abit of 
miracle）であると述べている（Keynes,J. M.，“Relative Movement of Real Wage 
and Output", Economic Joumal, Vol. 49, 1939, pp. 34-51, especially p. 48.）。 1942
年には J.Robinsonが「理論と現実的調査との分離はアカデミックな経済学に対す
るおきまりの非難（astanding reproach）であり，」特に「不変の相対的分配率の奇
跡j (the mystery of the constant relative shares）について述べている程である
(Robinson, J., An Essay on Marxian Economics, 1942, pp. 92-93よその後1955
-1956年には N.Kaldorは，資本装備率や1人当りの実質所得の大幅な変動に比較
すれば，賃金分配率が相対的に安定していることを指摘している（Kaldor,N.，“Alト
ernative Theories of Distribution", Revie叩 ofEconomic Studies, Vol. 23, 1955-6, 
pp. 83-100. ）。 1962年には W.Krelleが1925-1958年間の西ドイツ，アメリカ合衆
国，イギリス，フランスの資料によって賃金分配率の不変性を指摘している（Krelle,
W., Verteilungstheorie, 1962, s. 9-22, s. 262ー 263.）。同様なことを指摘する論者
も指摘しない（賃金分配率は長期的には僅かながら上昇していると考える〉論者も
し、る。この点については M.Bronfenbrennerが“MagicConstancy Theories，，として
この議論を要領よく整理している（Bronfenbrenner,M., Income Distribution Theory, 
1971, pp. 421-426.）。また，横井弘美教授はその著書，『所得分配率の理論と実証J,
昭和45年， 143ー 163頁，において手際よく要約されている。
(1日 Weintraub,S., op. cit., 1978, p. 47. 
。 Weintraub,S., op. cit., 1978, p. 47. 
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資料 U.S. Income and_ Outρutおよび NationalIncome. 









(r切 Weintraub,S., op. cit., 1978, p. 47. 
(18) Weintraub, S., op. cit., 1978, p. 56; Ditto, A Tax-Based Incomes Policy: To 





第2図 1929ー 1975年間のん， l, Aの指数
1~ 
11929 ：~ 100 l~J/ 
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出典 Weintraub, S., op. cit., 1978, p. 56. （第1図と同じ出典〉。
次の第1表は1950年以降の k,l, A, Pの各変数の5年間の平均値を示して
いるoWeintraubは若干の比較のためにアメリカ合衆国とカナダの資料を用い
I 1 dP ¥ L1P 
るoカナダで、は相対的な価格水準の変化率（pdt=)pは相対的な貨幣賃
; L1l 。 L1k金率の変化さら－，と相対的なマーク・アッフ率の変化率一一の半分で示される
l . k 
v L1P f L1l L1k ¥ I ー
から，すなわち，一一＝（一一土一一）／2で不されるから，平均労働生産性AP ¥ l k JI‘ 川倒
と価格水準Pは1970年まで殆ど同じ軌道に沿って動いているo
(19) Weintraub, S., op. cit., April 13 1978, p. 21. 




アメリカ合衆国， 1958=100 カ ナ ダ・＇， 1961 =100 
期 間
k A p k A p 
1950-1954 104 77 89 87 106 65 81 85 
1955-1959 101 97 99 97 104 86 95 94 
1960-1964 101 118 113 105 101 105 104 102 
1965-1969 98 148 126 115 99 141 118 118 















自I) Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 55. 
(2) Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 55; Ditto, op. cit., 1978, pp. 46-47. M. Bron「
fenbrennerも述べているように具体化された現象の一時的な変動を理解するために
は単純化が必要である。 Bronfenbrenner,M.，“A Note on Relative Shares and the 
Elasticity of Substitution”y Journal of Political Economy, Vol. 68, 1960, pp. 284-
287, especially p. 287. Magic constancy （魔法の不変性〉については， Weintraub,
S., op. cit., 1959, pp. 13-15, pp. 41-42，と Weintraub,S., Some Aspects of Wage 






d（笠）／＼Z J l I 1 ¥ , ( 1一一一） （引dN - Z ¥ Ez J 
ここで， l は貨幣賃金率， Zは売上金額， Ezは売上金額の相対的変化に対す

















側 Weintraub,S., An Approach to the Theory of Income Distribution, 1958, pp. 
49-50; Ditto, op. cit., 1966, p; 39. Bronfenbrenner, M., op. cit., p. 430. 
凶 Weintraub,S., op. cit., 1961, p. 56. 
倒 Weintraub,S., op. cit., 1961, p. 58; Ditto, op. cit., 1959, p. 41. Weintraubは the































帥 Weintraub,S., op. cit., 1961, p. 59. 



























側 Weintraub,S., op. cit., 1961, pp. 60-62; Ditto, op. cit., 1959, pp. 69-73, pp. 
109-118. 





























格水準Pが産出量1単位当りの賃金費用一仁を上回わる程度（P－＋）に依存A ¥ A J 
(30) Weintraub, S . op. cit., 1958, pp. 83-85. 
(31) Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 62. 
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Z Z' PX=Z，あるいは P= あるいは P＝一一一 (5) x’ A 
ここで， Z’は労働者1人当りの貨幣所得であるO (5）式の PX=Zによれば，貨
幣所得 Z，例えば， GNPは生産物価格と産出量の積に等しいo P＝乏によ
れば，貨幣所得が総実質産出量Xよりも速く増加するときには，価格水準は上







p M’V ＝一一一一 (6) 
A 
I M ここで， M’は労働者1人当りの貨幣量であり， M= である。 A＝τγで、あN lV 
る。 Vは貨幣の流通速度である。
従って，（5), (2）式， MV=PXから（7）式が得られる。あるいは，（2), (6）式か
C32) Weintraub, S., op. cit., 1961, pp. 62-63. 




MV=Z=klN，あるいは M’V=kl (7) 


















I 1 dP ¥ LIP 
る。価格水準の年変化率（－pdt＝）子ー は，
LIP Llk Lil LIA 
一一一＝一一一＋一一一一一一一 (8) p k I l A 
- Llk 




倒 Weintraub,S., Capitalism’s Inflation…＇ 1978, p. 173. 

























(2）式のf1IJ辺の対数をとれば， logP=log h十log!-log A. この式を時間 tで微分
すれば，
1 dP 1 dん 1 dl 1 dA 一一一一一ー 一ー一一一一一卜 一一一一 一一一一一P dt - k dt i dt .A ct 
従って，（8）式が得られる。
。 Weintraub,S., Capitalism’s Inflation ・一， 1978,p. 18. 




























側 Weintraub,S.，“Cost Inflation and the State of Economic Theory-A Comment", 
Economz・cJournal, Vol. 84, 1974, pp. 379-382; Ditto, Capitalism's Inflation・ ・，
1978, p. 48; Ditto, op. cit., 1961, p. 120; Ditto, Beyond Keynesianism ・・, 1978, 
p. 1047. 




ここで， Xσ は消費部門の産出量， CLは労働者の課税前の賃金所得から支出さ
れる平均消費性向， CRは資本家の課税前の粗所得（賃金・俸給所得を除く前













ω式を lNで除し， また，定義式 Xc=AcNcを用いて制式を Neで除せ
ば，消費部門の需要面における消費財の価格水準 PcDは次式であらわすこと
ができる。
( IN l 



































。1) Weintraub, S., Keynes, Keynesians ・， 1978, p. 248. 













hσs=(cL+cRA.R’＋θ〉一一一 (12) Ne 
(12）式は，消費部門の市場現象から生じるマーク・アップ率 kcsが常に（12）式の








(43) Weintraub, S., Keynes, Keynesians ・・, 1978, p. 249. 
(4) Weintraub, S., Capitalism’s Inflation・.， 1978, p. 49; Ditto，“Rising Demand 
Curves in Price Level Theory”， in Ditto, Keynes, Keynesians・・-, 1978, pp. 231-245. 






















その所得を全額貯蓄する（Wageearners consume al, while capitalists save 
Xf=f(Y1, Y2，…，Y〕， Xf=f(P1,P2，…，klN) 





Walras は完全雇用 N1 を仮定するから， N=N1 とすれば，貨幣賃金率には消1~
市場における需要パラメーターと費用パラメーターが含まれることになる。




N ’ Ne 
は1950年の1.49から1975年の1.56へ上昇し消費部門の物価指数の14%の上昇に対し
て5%の価格の逓昇となる。 Cは総消費である。
帥 Weintraub,S., Capitalism’s Inflation…， 1978, p. 50. 
同 Weintraub,S., op. cit., 1961, pp. 120-121; Ditto, Keynes, Keynesians・・・, 1978, 
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側 Weintraubは K-K-R仮説を The“All and Nothing" Hypothesisとも名づける。
この仮説は，労働者の消費性向とその貯蓄性向をそれぞれ CL,SLとし資本家の消
費性向とその貯蓄性向をそれぞれ CR,SRとすれば， Cr,ニ 1,SL=0, CR=0, SR=lで
示される。 Weintraub,S.，“A Macro-Theory of Pricing, Income Distribution and 
Employment", Welt叩irtschaftlichesArchiv, Bd. 102, s. 11-26, insbesondere s. 13. 
(50) Weintraub, S., Cゆitalism’sInflation…， 1978, p. 50. 
(51) Weintraub, S., Capitalism’s Inflation…＇ 1978, p. 51. 
-23 -
-116ー

























る。需要面では，消費財価格 PcDは2つの消費性向 CL と CR，賃金生産性比
N -率，消費部門の相対的規模Na，賃金所得に対する資本家の粗所得の比率 R',
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賃金所得に対する移転所得と負の貯蓄の和の比率。’に依存する。需給の均衡
では資本家の予想する目標マーク・アップ率 kcsが消費市場で実現したマー
ク・アップ率んに等しくなければならない。
K-K-R仮説による消費者物価水準の単純化によれば，消費者物価水準は
たと誌に依存することになるoまた，時間の経過に伴う K-K-R仮説によっ
ても，貨幣賃金率 Jがどのように変化するかということが重要な問題となる。
結局のところ， Weintraubがヴァイントクラウプ定理で強調したことは，価
格水準を決定する主要な要因は貨幣供給量ではなくて貨幣賃金率の水準であ
り，貨幣賃金率の水準こそ価格水準を支配するということであるO
次に，この小論には多くの問題が残されている。ここでは次の若干の基本的
問題点を箇条書で列挙することができる。
第1に，価格水準を扱う場合には，ヴァイントゥラウプ定理がどのような貨
幣的合意をもっているかを考察しなければならない。
第2に， ヴァイントゥラウプ定理が Weintraubの企業論に係わるものとし
て資本家の価格設定態度とその価格政策や賃金政策にどのように関連するもの
であるか，特に独占市場における場合を明らかにしなければならない。
第3に， ヴァイントヮラウプ定理と Weintraubのインフレーション理論と
の関連を明らかにしなければならない。
第4に，ヴァイントゥラウプ定理が Weintraubの総供給・総需要分析にお
いてどのように位置づけられる理論的性格をもっているかを考察しなければな
らない。
第5に，ヴァイントクラウプ定理が Weintraubの成長論，蓄積論，分配論，
雇用論，租税論などにおいていかなる理論的支柱となっているかを考察しなけ
ればならない。
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